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午前10時０分開会

会議に付した案件

○意見交換会

公益財団法人宮崎県産業振興機構

１．中小企業や小規模企業の「稼ぐ力」を伸

ばすための取組について

○協議事項

１．委員会報告書骨子（案）について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（12人）

委 員 長 黒 木 正 一

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 山 下 博 三

委 員 松 村 悟 郎

委 員 日 高 博 之

委 員 太 田 清 海

委 員 髙 橋 透

委 員 来 住 一 人

委 員 井 上 紀代子

委 員 武 田 浩 一

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

意見交換のために出席した者

公益財団法人宮崎県産業振興機構

理 事 長 緒 方 哲

常 務 理 事 冨 山 幸 子

事 務 局 長 兼 林 謙 二
総 務 企 画 課 長

指導調整統括官兼 森 下 敏 朗
農商工連携推進課長

経 営 情 報 課 長 津 曲 雄 二

新事業支援課長 伊 東 睦 之

産 業 振 興 課 長 松 本 俊 郎

企業成長促進室長 黒 木 康 公

総務企画課主査 黒 木 格

事務局職員出席者

政策調査課主査 深 江 和 明

政策調査課主査 深 谷 真 紀

○黒木委員長 皆さん、おはようございます。

ただいまからみやざき経済振興対策特別委員会

を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、公益財団法人宮崎県産業振興機構に

お越しいただき、中小企業や小規模企業の稼ぐ

力を伸ばすための取り組みについて、概要説明

をいただき、質疑、意見交換を行いたいと思い

ます。

その後、委員会報告書骨子（案）及び次回委

員会等について御協議いただきたいと思います

が、このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 それでは、そのように決定いた

します。

なお、さきの委員会で資料の要求がありまし

た建設業の給与の件に関しまして、机上に配付

しておりますので、ごらんいただきたいという

ふうに思います。

それでは、意見交換先入室のため、暫時休憩
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いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○黒木委員長 それでは、ただいまから宮崎県

議会みやざき経済振興対策特別委員会と公益財

団法人宮崎県産業振興機構との意見交換会を始

めさせていただきます。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長であります東

臼杵郡選出の黒木正一です。緒方理事長を初め、

本日は大変お忙しい中、御出席をいただきまし

て、まことにありがとうございます。

本日は、中小企業や小規模企業の稼ぐ力を伸

ばすための取り組みについて、概要説明をいた

だきまして、その後、意見交換をさせていただ

きたいと存じますので、どうぞよろしくお願い

いたします。

次に、委員を紹介いたします。

私の隣が、宮崎市選出の重松幸次郎副委員長

です。

続きまして、西臼杵郡選出の緒嶋雅晃委員で

す。

小林市・西諸県郡選出の丸山裕次郎委員です。

都城市選出の山下博三委員です。

児湯郡選出の松村悟郎委員です。

日向市選出の日高博之委員です。

皆様から見て右側ですけれども、延岡市選出

の太田清海委員です。

日南市選出の髙橋透委員です。

都城市選出の来住一人委員です。

宮崎市選出の井上紀代子委員です。

串間市選出の武田浩一委員です。

それでは、早速ですが、宮崎県産業振興機構

様の概要説明をお願いしたいと思います。

○緒方理事長 おはようございます。公益財団

法人宮崎県産業振興機構の理事長を仰せつかっ

ております緒方と申します。どうぞよろしくお

願いいたします。着席の上、説明させていただ

きます。

初めに、本日出席しております機構の役職員

を紹介させていただきます。

お手元に別冊資料といたしまして、「業務案

内2017」という冊子をお配りしているかと思い

ます。そこの最終ページ、30ページに、私ども

の機構の組織図を掲げておりますので、あわせ

てごらんいただければと思います。

まず、常務理事の冨山でございます。

事務局長兼総務企画課長の林でございます。

指導調整統括官兼農商工連携推進課長の森下

でございます。

経営情報課長の津曲でございます。

新事業支援課長の伊東でございます。

産業振興課長の松本でございます。

企業成長促進室長の黒木でございます。

総務企画課主査の黒木でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、私どもの取り組みにつきまして、

配付資料の平成29年度上半期業務報告資料、こ

ちらでございますが、これに基づき、上半期の

取り組みを中心に、主なものを課ごとに説明さ

せていただきます。

まず、経営情報課でございます。

２ページの上の段をごらんいただきたいと思

います。

よろず支援拠点の取組についてでございます。

よろず支援拠点は、平成26年６月より、国か

ら直接委託を受けて実施しているものです。平

成29年度は、中ほどに記載のとおり、よろず支

援拠点に求められる３つの機能を念頭に置きな
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がら、地域の他の支援機関、商工会議所ですと

か、商工会、こういったものの補完機能として

の役割として、１つ目は販路開拓、２つ目には

ＩＴ活用、３つ目は経営改善、この３分野を重

点に各支援機関と連携して取り組んでいるとこ

ろです。

メンバーは、下の段に記載のとおり15名で、

うち女性４名、こういったコーディネーターで

対応しているところでございます。

３ページの上の段をごらんください。

機構には、このほかにも総合相談窓口ですと

か、フードビジネス相談ステーションなどの相

談窓口を持っておりますけれども、それぞれ役

割を分担しながら実施しているところでありま

して、２に記載のとおり、各相談窓口のコーディ

ネーターからなります会議を毎月１回実施して

おりまして、情報の共有化を図っているところ

です。

下の段をごらんください。

上半期の相談実績としましては、件数が

約3,500件、業種ごとの内訳、相談内容につきま

しては、表及び円グラフのとおりとなっていま

す。

次の４ページは省略させていただき、５ペー

ジの上の段をごらんください。

先ほど申し上げました、４名の女性コーディ

ネーターを中心に、宮崎よろず女子会という取

り組みを行っております。

これは、女性起業家の学びとマッチングを目

的として開催しているものでございまして、起

業して間もない女性や、これから創業を考えて

いる女性に役立つ情報提供ですとか、情報交換

会をメーンに月１回程度開催しているものです。

中小企業白書によりますと、近年は女性の起

業希望者がふえていると、高くなっていると報

告されておりますので、こうした方々に積極的

なサポートができればと考えております。

下の段をごらんください。

他の機関との連携につきましては、ここに記

載のとおり、お互いの強みが生かせるように、

包括連携協定の締結に積極的に取り組んでいる

ところです。先週の18日には、宮崎県信用保証

協会と締結いたしまして、現在６つの機関と締

結に至っているところです。

７ページの上の段をごらんいただきたいと思

います。

中山間地域産業振興センターの取り組みでご

ざいます。

これは、平成24年度より国の委託を受けて運

営しているものです。センターには、中山間地

域産業振興コーディネーターを配置いたしまし

て、地域資源等を生かした商品開発や販路開拓

の取り組みへの支援を行うことを目的に、県内

商工会などを積極的に訪問いたしまして、商品

開発の芽となる情報を収集し、必要に応じて機

構内のほかの専門家につないだり、各種の支援

策を紹介するなど、商品化や販路開拓に結びつ

ける活動を行っております。

次、８ページの上の段をごらんください。

これまでの活動から商品化あるいは販路開拓

に結びついた事例などを紹介しております。

次は、新事業支援課の取り組みについてです。

９ページの上の段をごらんいただきたいと思

います。

新事業支援課は、主に助成事業を担当してお

ります。主なものとしましては、ここに記載の

産学官共同研究開発支援事業ですとか、環境イ

ノベーション支援事業あるいはものづくり産業

新事業展開支援事業、この３つがございます。

下の段をごらんください。
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まず、産学官共同研究開発支援事業につきま

しては、県内企業と公設試験研究機関、医療機

関、大学、高等専門学校で構成されます産学官

共同研究グループの研究開発を支援するもので

ございます。

上半期は、ここに記載の共同研究グループに

対しまして、公募、審査会による審査を経て、

支援を行うこととしたところでございます。

10ページの上の段をごらんください。

ものづくり産業新事業展開支援事業につきま

しては、製造業を対象に、県内中小企業者が新

製品・新技術の開発を行う取り組みや新製品等

の販路開拓のための展示会出展等に要する経費

の一部を助成するものです。

上半期は、ここに記載の企業に対して、同じ

く公募、審査会の審査を経て支援することとし

たところでございます。

下の段をごらんください。

ここからは、支援事例を３つ紹介しておりま

すが、その中の一つについて御説明させていた

だきます。

テーマ名が、「ロコモティブシンドローム診断

・検診用計測機器の実用化」ということでござ

います。

清武町にございます三和ニューテック株式会

社と宮崎大学との産学共同による取り組みでご

ざいます。

製品概要としましては、測定対象者が何もつ

けずに単にセンサーの前を歩くだけで、歩行状

態を数値化し、その計測結果からロコモ度を点

数で評価するものです。ロコモの状態をコメン

ト表示する世界初の歩行計測機器となります。

今後の展開としましては、保健所やスポーツ

ジム等向けの販売に向けまして、デモンストレ

ーションを実施するとともに、現在、データの

蓄積を行っているところです。

11ページの２つの事例は省略をさせていただ

きます。

12ページ、上の段をごらんください。

いわゆる工業系の人材育成の支援といたしま

して、特に、県内中小企業の若手技術者・研究

者を主体とした技術開発等の取り組みを平成28

年度から支援しているところです。

以上、説明しました公募事業のほかに、この

課では、中小企業の特許出願への助成あるいは

国のプロジェクトへステップアップするための

支援などを行っております。

次は、農商工連携推進課の取り組みです。

13ページ、上の段をごらんください。

県が策定いたしましたフードビジネス振興構

想の取り組みとして、平成25年11月、ＫＩＴＥ

Ｎビル３階に、フードビジネス相談ステーショ

ンを設置いたしまして、事業者の皆様から寄せ

られますさまざまな相談に対応しております。

フードステーションには、現在10名のコーディ

ネーター及びアドバイザーを配置し、新商品開

発やデザイン開発あるいは販路開拓を初め、レ

シピの改良ですとか、味の評価、食品表示、衛

生管理など、フードに関する幅広い相談に対応

できる体制を用意しているところです。

下の段をごらんください。

平成29年度上半期相談実績は、ここに記載の

とおり621件、月平均100件と高い水準で推移し

ております。相談内容は円グラフ及び表のとお

りとなっております。

なお、下のほうに記載しておりますが、フー

ドステーションニュースといたしまして、支援

事例等を中心に毎月１回発行し、フードビジネ

ス相談ステーションの活動を関係機関へ幅広く

ＰＲしているところです。
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14ページ、上の段をごらんください。

農商工連携推進課では、フードステーション

の運営のほかに、農商工連携応援ファンド事業

などを活用いたしまして、販路開拓などの関連

業務を幅広く実施しております。

その中で２つを御紹介いたします。

中ほどに朱書きで記載しておりますけれども、

一つは、海外販路拡大に向けた対応としまして、

沖縄大交易会出展への支援、もう一つが、宮崎

県商工会連合会が山形屋１階に設置しています

アンテナショップを活用いたしまして、私たち

が支援しました商品のテスト販売と定番化に向

けた販路開拓支援です。

下の段をごらんください。

まず、海外販路開拓支援といたしまして、沖

縄大交易会でございますが、これは海外バイヤ

ーが130社を超える、国内でも最大規模の商談会

となっております。

今年度は、昨年の11月27日、28日の２日間に

わたって開催されまして、ここに記載の出展企

業５社に対しまして、事前対策セミナーの開催

ですとか、当日の出展費用の助成などを行った

ところでございます。

また、今後、後追いフォローを行うことにし

ております。

資料が飛びますけれども、16ページの下の段

をごらんください。

先ほど申し上げました、山形屋１階の商工会

連合会のアンテナショップを活用したテスト販

売の状況です。

昨年の８月からスタートいたしまして、１企

業３カ月間という期間の中で、６企業程度、順

次入れかえをしております。期間中は試食会を

開催したり、アンケート調査を行うなど、商品

の評価ですとか、今後の商品開発に生かす取り

組みを行っております。

委員の皆様にもぜひ御視察いただき、激励い

ただければと思っております。

17ページの下の段をごらんください。

農商工連携応援ファンド事業についてです。

このファンド事業は、平成21年度に、国、県、

地元金融機関の協力によってスタートいたしま

したが、平成30年度が最終年度となりますこと

から、助成事業としては今年度が最後の募集と

なったところです。

ここに記載の６件と次のページ、上の段に記

載の８件、計14件を公募、審査会による審査を

経て、採択したところでございます。

現在、進行中の助成事業が今年度も含めまし

て合計35件となっております。終期であります

来年度末へ向けまして、しっかりとフォローし

ていくというのが今後の課題となっております。

19ページをごらんください。

次は、産業振興課の取り組みです。下の段を

ごらんください。

まず、県内下請企業の取引拡大への対応につ

きましては、基本方針としまして、新たな取引

に直結することを重視し、新規の発注企業の開

拓を重点的に推進するとともに、特に、県内中

小企業に波及効果の高い機械加工関連を中心に、

県外の新規の発注企業の開拓を実施していると

ころです。

ちなみに、その成果につきましては、ここに

記載のとおり、昨年度に私どもが行いました取

引あっせん業務は成立件数が141件、成立金額が

８億6,000万円余となっておりまして、ある程度

の実績は残せていると考えております。

次、20ページの上の段をごらんください。

県内下請企業の取引拡大に当たりましては、

日ごろから県外の発注企業と県内の受注企業と
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のマッチングを行っているところでございます

けれども、年に３回まとまった形で商談会とし

てマッチングにも努めております。

ここに記載のとおり、大阪商談会を７月に、

宮崎商談会を11月に、そして福岡商談会を来月

の15日に開催する予定となっております。いず

れの商談会におきましても、できるだけ新規の

企業に参加を呼びかけているところです。

下の段をごらんください。

設備投資の支援につきましては、ここに記載

のとおり、小規模事業者等が経営基盤強化に必

要な設備を導入される場合、導入資金の２分の

１以内を無利子で融資する制度として、県のほ

うで単独で予算化していただいております。

上半期の実績は、表に記載のとおりとなって

おります。

次、21ページの下の段をごらんください。

東九州メディカルバレー構想への取り組みで

す。機構は、同構想が掲げます４つの拠点づく

りのうち、医療機器産業の拠点づくりの一翼を

担うためにコーディネーターを配置いたしまし

て、１つ目は、地場企業の医療機器産業への参

入支援、２つ目は、首都圏の医療機器メーカー

等との取引マッチングの推進、３つ目は、２の

ところに記載しておりますが、薬事戦略担当の

機器開発アドバイザーを配置いたしまして、具

体的な機器開発に結びつけるため、より専門的

なアドバイスを行っております。

22ページをごらんいただきたいと思います。

今年度の取り組みといたしまして、業務報告

会というのを初めて開催いたしました。よろず

支援拠点ですとか、フードビジネス相談ステー

ションにつきましては、これまでも個別にＰＲ

に努めてきたところですけれども、機構全体の

認知度が、まだまだ不足しているのではないか

との反省のもとに、機構全体の仕事をＰＲすべ

く開催したものでございます。

24ページをごらんください。

最後が、企業成長促進室の取り組みでござい

ます。

企業成長促進室は、産学金労官の13機関から

構成されます宮崎県企業成長促進プラットフォ

ームの事務局として、平成28年４月に設置した

ものです。

主な仕事は、下の段に記載しておりますが、

県外からの外貨獲得等を通じて、その効果を地

域に波及させることが期待される、いわゆる中

核企業となり得る企業、こういったものの掘り

起こしから認定、そして認定後のフォローアッ

プまでの一連の業務を行うことになっておりま

す。３年間で100社程度を掘り起こし、20社程度

を認定して集中支援を行うということになって

おります。

これまでの認定企業は、25ページの下の段に

記載のとおり17社ございます。うち、丸印の６

社が今年度の認定企業でございます。

26ページの上の段をごらんください。認定企

業等の県内分布図でございます。

朱書きしていますのが、これまでの認定企業

です。それから、黒字で書いていますのが、認

定を目指すための支援申し込みを行いました企

業のうち、所定の基準を満たすものとして選定

された企業でございます。

これらの企業に対しましても、支援対象企業

といたしまして、認定に向けての支援など、可

能な限りの支援を行うこととしております。

なお、紫色で書いております延岡市の２社に

つきましては、平成27年度の地域中核的企業の

認定企業でございます。成長期待企業と同様の

支援を行うこととしております。
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下の段をごらんください。

成長期待企業に対する支援といたしましては、

上半期はここに記載のとおり、プロジェクトマ

ネジャーを中心に企業を訪問いたしまして、そ

れぞれの課題に対する指導、助言を実施しまし

たほか、必要に応じまして専門家の派遣を行い、

例えば、組織づくりですとか、人事制度、こう

いった課題解決に向けての支援を行っておりま

す。

また、（４）に記載のとおり、国等の競争的資

金の獲得ですとか、各種の表彰制度に対しまし

て支援を行っております。

最後に、資料に記載はございませんけれども、

今年度は産業振興機構の前進機関の一つであり

ました、財団法人宮崎県中小企業設備貸与公社

が、昭和43年５月に設立されて以来、丸50年を

迎えます。

私たちのお客様であります中小企業数は約３

万7,000社ございます。抱える課題は、業種、業

態あるいは成長段階によりましてさまざまでご

ざいますので、中小企業に寄り添う姿勢で課題

をしっかり把握いたしまして、適切できめ細や

かな対応を心がけています。

今後とも、中小企業の皆様に頼りにされる支

援機関を目指して、役職員一同、努力してまい

る所存です。委員の皆様の御指導、御鞭撻をお

願いしまして、説明を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。

○黒木委員長 どうもありがとうございました。

説明が終わりましたが、これからは、ただい

ま説明していただいた事項に関して意見交換を

行いたいと思います。委員の皆さんで、御意見、

質疑等ありましたらお願いいたします。

○山下委員 一通り説明をいただきまして、私

も何回か訪れておりますが、力強い支援をして

いただいていることに感謝したいと思います。

また、民間の人たちがここを利用されて、いろ

いろアドバイスをいただきながら、新商品の開

発をされた実績がたくさんあると思うんです。

特に、いわゆる６次産業を目指した相談等につ

いては、今、６次産業を目指すんだという勢い

があって、農家の人たちからの相談が多く出て

いるだろうと思うんです。ただ、一番大きな問

題になってくるのは、企業でずっと継続して、

新規商品の開発をしている人たちは、販売戦略

や知識があっていいんですが、農家の人たちは

ここを窓口に、アドバイザーの人たちと新規商

品をつくっていて、３年、５年とたつうちに、

うまく販路が継続できなかったり、次の商品開

発がうまくできなかったりして、どうしても暗

礁に乗り上げる時期が来ると思うんですよね。

そこ辺のフォロー、そして、そういう相談はな

いのか、そこを確認したいと思います。

○冨山常務理事 確かに、委員がおっしゃるよ

うに、やはり商品を開発した後の販路が一番重

要です。いいものをつくっても、しっかり売っ

ていかないとビジネスにつながらないというこ

とで、私どもも非常に、そこが重要だという認

識を持っておりまして、これまでにさまざまな

機会を捉えて、特にセミナー等においては、売

るためにはどうしたらいいのか、売ることを想

定した商品開発のコンセプトから、その後の販

路をどうアプローチし、どうプロモーションし

ていったらいいのか、そういったことを学ぶ場

を提供しているところです。

まだまだ足りないとは思うんですけれども、

例えば、この資料でいきますと16ページの上の

ほうで、食のデザイン塾というのを２年間にわ

たって実施したところですけれども、単にデザ

インだけではなく、売っていくためには、その



- 8 -

平成30年１月26日（金曜日）

商品のコンセプトを立てて、売ることをしっか

り考えてやっていかないといけません。商品が

できたら、バイヤーや消費者に対してどうアプ

ローチするのかということも含めて、11回の講

座をしたところでございまして、ここの中には、

６次産業化を目指す農業法人の方とか、農家の

方も多数お見えになっております。

そういうことで、そういったニーズは高いと

思いますので、そこも意識しながら、取り組ん

でいきたいと思います。

もちろん、フードビジネス相談ステーション

には、そういう相談がございますので、個々に、

そういったところできめ細やかにやっていきた

いと思います。

○山下委員 宮崎県は、食の宝庫であることは

間違いないんですよね。農産品をつくることに

おいては、もうさまざまな管理のもとに、いわ

ゆる残留農薬のトレーサビリティからポジティ

ブリスト制度で、これだけ完全な生産体制がで

きている。ただ、その付加価値を高めていく、

なかなか戦略がなかったということで、皆さん

方に対する期待というのは、もう非常に高いと

思うんです。

それで、事業を起こそうと思って相談にきて、

こういう融資制度、補助事業がありますよとい

うことで、パッケージで支援を受けたりして、

新たに、自分の商品がこういう形でできるのか

と、その思いや夢が出てきて、やる気満々なん

です。ただ、資金管理から、６次産業に入って

いく農家は体力がなくて、２年、３年たってく

ると、スタートした人たちが、労務管理や販売

戦略の壁にぶつかってくると思うんですよね。

それで、我々も相談を受けるんですが、やは

り事業を起こした人たちへのアフターフォロー、

これを強力に支援していく必要があろうと思う

んです。それが途中で頓挫してしまったら、何

のため事業に投資したのか、もう元も子もなく

なりますから、しっかりとアンテナを張って、

出口戦略を立ててほしいと思うんです。そこの

アドバイスをよろしくお願いしたいと思います。

○髙橋委員 昨年、私たちの委員会で伺った日

向市の産業支援センターでしたかね、規模は小

さいといえども、産業振興機構と同じように、

よろず相談をされていて、かなり機構を意識さ

れていたことをちょっと覚えています。それで、

産業振興機構から見たときに、そういったサテ

ライトがあったほうが、それはもう細かくある

に越したことはないと思うんです。ただ、お金

が必要になって、相談員も限りがあるでしょう

が、そちらから見たときに、そういった細かい

相談窓口があったほうがいいのか、どういう判

断をされているのか。

○緒方理事長 私たちといたしましては、それ

ぞれの市町村で、相談機能を充実させるという

ことは歓迎でございます。先ほど説明いたしま

したけれども、よろず支援拠点には、15名のコ

ーディネーターがいまして、延岡、宮崎、都城、

日南の４カ所にサテライトを設けてはいますけ

れども、御存じのとおり、宮崎はなかなか面積

も広くなっておりますので、それぞれ市町村の

ほうでそういったものを設けていただいて、そ

こと連携することで、より密着した支援ができ

るのかなというふうに思っております。

先ほど、委員のほうで御紹介されました日向

市のひむか―Ｂｉｚですが、それ以外にも、例

えば、日南市の創客創人センター、えびの市に

も創業支援をする窓口がございますので、私ど

ももそういったところに定期的に伺いまして、

意見交換をし、また一緒になって相談者に対応

しているという取り組みをやっております。



- 9 -

平成30年１月26日（金曜日）

そういうことで、より細かく対応できるとい

う意味で、市町村のほうに、そういうものを設

けていただくということについては、もう歓迎

でございます。

○髙橋委員 相談の内容というのは、もうほぼ

共通していると思うんですけれども、ただ、ひ

むか―Ｂｉｚでいろいろ説明を受けたときに、

結構、日向市外、日向エリア外から相談に見え

てたりして感心した部分もあったんですが、ひ

むか―Ｂｉｚとそちらのよろず支援拠点との連

携というのは何かあるんでしょうか。

○津曲経営情報課長 よろず支援拠点とひむか

―Ｂｉｚとの間で、定期的に情報共有の場を設

けましょうということで、１月から定期的に意

見交換する機会を設けております。例えば、ひ

むか―Ｂｉｚに御相談に来られる方を何名か御

紹介いただき、私どものよろず支援拠点の専門

コーディネーターが対応させていただいている

というような案件もございます。

これからも、月に１回、お互いに行き来をす

ることで情報共有を図りながら、きめ細やかな

対応をさせていただきたいと思っているところ

でございます。

○髙橋委員 最後にしますが、商工会議所とか、

町になると商工会というのがまだ存在していま

すが、そこともしっかり連携しているわけです

よね。

○津曲経営情報課長 私ども、各商工会議所の

皆様とも十分情報共有しておりますけれども、

特に、宮崎県商工会連合会とは、包括連携協定

を結ばさせていただきまして、共催でセミナー

や出張相談会を開催したり、特に事業承継とか、

事業者の方の高齢者問題も深刻でございますの

で、そういう共通した課題に一緒に取り組んで

いこうということで、連携しているところでご

ざいます。

○武田委員 18ページの助成事業で、くしまア

オイファームさんと川北製麺さんの事業が採択

されて、新商品を開発されたんです。

それで、昨年10月に、くしまアオイファーム

の新社屋の落成式のときに、焼酎を飲ませてい

ただいたり、サツマイモを原料とした麺で、ま

だそのときは乾麺だったのか、生麺だったのか

わかりませんけれども、芋を練り込んだ麺で、

和風のうどん的なものを食べさせていただいて、

おいしいなと思ったところなんです。先ほど、

山下委員からも出たように、その開発の後です

よね、寿海酒造さんとも話をさせていただいた

んですが、来年度からどうなるのという話をし

たときに、わかりませんというお答えだったん

です。ある程度、そういう支援が何年か続いて

いかないと、通常の焼酎をつくる芋ではない芋

でつくられていたので、相当苦労されたという

話を聞いたりして、価格帯も通常の焼酎の価格

帯からすると、大分、高くなるんじゃないかと

思うんです。

私、個人的に酒の小売業もしておりまして、

もちろん、こういう地元の焼酎が宮崎の特産と

して成長していただけるとありがたいんですが、

現状では、地元の人も、くしまアオイファーム

さんと寿海酒造さんがつくられた焼酎をほとん

ど知らない。また、このサツマイモを原料とし

た麺も、ほとんどの方が多分知らないのが現状

なんですよね。これを継続的に、宮崎の串間の

名産として末永く広げていくために、今後どの

ようにされるのか。

例えば、来年度以降、この焼酎とサツマイモ

麺がどうなるのかわかっていらっしゃれば、今

後、どういうふうな方向になるのか、わかれば

教えていただきたいと思います。
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○森下指導調整統括官 まず、焼酎のほうなん

ですけれども、酒税法の関連もあるものですか

ら、酒税の卸とか小売とか、それと製造量とい

うようなところもありまして、今のところ、く

しまアオイファームさんが小売の酒税の免許を

取られて、自分のところのネットサイトだけで

売られているような状況で、あとは、そういう

卸とかに乗せられるような量とかができると広

がっていくと思います。それともう一つ、乾麺

の話がありましたけれども、18ページの上のほ

うで、川北製麺が、今回の農商工連携応援ファ

ンドに提案され、採択されて、芋を使った麺の

開発に取り組まれるということになりました。

それで、１年間くらいかけて開発されますの

で、商品をブラッシュアップしていただきたい

と思っております。

そういう商品につきまして、今後どうやって

いくかということなんですけれども、実際、私

ども、求評会と申しまして、バイヤーさん、高

級スーパーや百貨店、あるいは卸を専門にして

いる流通業者、そういうところを呼んで、機構

が支援した事業について助言をしてもらうとい

うのもあれば、それともう一つは商売に結びつ

けていただこうと、そういう取り組みをやって

います。そういう個別の商談会は、私どもが支

援した事業者を中心に積極的にやっておりまし

て、実は、２月にそういう商談会を行う予定で、

来年以降も継続していきたいと思っていますの

で、そういう形でフォローはしていきたいと思

います。

それと、こういうファンド事業で採択された

ものについては、５カ年ぐらいずっと、実績と

かをお聞きするようなこともしています。そう

いうことで、売り上げが余り伸びていないとこ

ろについては、よろず支援拠点のコーディネー

ターとか、そういう方とも相談して、新たな販

売戦略を練ったりとか、そういうような形で支

援をしていくような取り組みをやっていきたい

と思っております。

○武田委員 理解はできるんですが、例えば、

焼酎は、来年度も仕込みをされるのかどうか。10

月に聞いた時点では、寿海酒造さんのほうは、

ちょっとわからないんですよねと、今までの支

援が続けばできるんでしょうけれどもみたいな

話だったんですね。焼酎って結構かかりますの

で、そこらあたりの開発に対する支援がどうな

のかというのがあったんです。

乾麺とかに関しては、ある程度、最初に開発

ができれば、原料自体も串間にありますので、

そんなにコスト的なものもかからないんじゃな

いかという思いがあるんですが、焼酎となると、

くしまアオイファームさんが、こういう原料を

使って、こういう焼酎にしたいという提案をさ

れて、寿海酒造さんがそれを具現化されたと思

うんです。それで、来年度以降はどうなるのか

なという思いがありまして、単価とか原料が安

くおさまって、くしまアオイファームさんのネッ

ト販売の流通で、ある程度結果が出て、来年度

もお願いしますという形になればいいんでしょ

うけれども、そこが昨年ではまだ不透明だった

ので、これからどうなるのかなというのが一番

気がかりだったんです。

○森下指導調整統括官 くしまアオイファーム

さんは、６次化にも取り組まれていまして、私

ども農業振興公社と、１カ月に１回、定期的に

情報交換をしているんですけれども、それと企

業が急成長しているので、さまざま設備投資も

されているというようなところで、くしまアオ

イファームさんは成長期待企業としても認定し

ていますので、県とも連携して支援していきた
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いと思います。今は輸出とかで非常に芋が伸び

ていますので、そちらのほうの配送センターと

かを整備されたんですけれども、一方で、加工

食品にして付加価値をつけるというのは非常に

重要だと思いますので、そういう点では、先ほ

ど言いましたけれども、焼酎は免許の関係で酒

造メーカーしかつくれませんので、そこはちゃ

んとしたビジネスプランを立てることについて

支援をしていきますし、昨年の９月ぐらいから

ネット販売が始まりましたので、その動向とか

も見ながら、今後とも支援をしていきたいと思

います。このファンド事業では、あくまでも商

品開発のところしか支援できないメニューに

なっていますので、具体的な販路開拓は、また

別の事業で支援もできると思っています。今、

焼酎も海外に売り込んだりとか、そういう事業

もございますので、国内のみならず、そういう

ところにも芋と焼酎という、２つの売り込みと

かもできるんじゃないかなと思っておりますの

で、いろんなチャンネルを通じて支援はしてい

きたいと思います。

○丸山委員 私もかなり、新商品の開発などで

いろいろとお世話になり、大変ありがとうござ

います。

その中で気になっているのが、私自身も非常

に期待していた農商工連携応援ファンド事業

が10年間で、平成30年度で終わってしまうとい

うことで、まだ活用したい企業も多いと思って

いるんですが、その後の話というのは、今から

検討を続けるのか、それとも終わってしまうの

か、議論がどの辺まで進んでいるのか、わかれ

ば教えていただきたいと思います。

○森下指導調整統括官 先ほど理事長のほうか

らも話が出ましたけれども、このファンド事業

は、平成30年度で10年間の事業を終了するとい

うことになっています。

次の事業についても、国のほうで募集をやっ

ていますので、県を通して申し込むというか、

申請して、また新たな出資を受けてやるという

ような形になろうかと思うんです。来年度以降

については、今、県と計画を立てていまして、

事業としてやっていきたいということで、国に

対して提案する方向で計画しているんですが、

御承知のように、当時と違って、今は非常に金

利が低い状態で、今、25億円ちょっとの基金が

あるんですけれども、それが１％を超える金利

で運用できていますので、年間3,000万円、4,000

万円近くの果実が出るんですが、なかなか今の

基金の状況では、創設できたとしても使えるお

金が非常に少ないという現実があります。その

メニュー自体も、単なる助成ではなくて、ほか

の企業支援の仕方を考えていかないと、こうい

う金利情勢ですので、国に対してもその活用の

仕方について新しい提案をしてくださいという

こともありますので、そういうのも見据えた上

で、どれぐらいの基金の規模にして、その運用

益をどう使っていくかということについては、

今も国から８割出資いただいているんですけれ

ども、国が出資割合を下げるというような話も

ありますので、そうすると、地元でまた積み上

げないといけなところもありますので、今、出

資をいただいている金融機関とかにも御相談を

しながら、前向きに検討をしているというよう

な状況ではございます。

○丸山委員 確かに、金利の問題があって、こ

れと同じようなものじゃなくても、さらにブラッ

シュアップして、できるだけ支援をしていただ

ければありがたいと思っています。

特に、商工業というのは補助金というのがほ

とんどなくて、自前の資金で回していて、これ
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は非常に魅力がある、また挑戦しがいのある事

業になっていると思いますので、ぜひお願いし

たいと思っています。

あと、平成28年度から成長期待企業の認定が

始まって、今のところ、この25ページの資料を

見ると17社あるんですけれども、現状は、それ

ぞれ予定どおり伸びているというふうになって

いるのか、本当に期待している企業が雇用もふ

えてきていて、もしくは、今は人手不足という

ことで、なかなか人手が集まらなくて困ってい

るといった相談があるのか、この17社はどうい

う状況だというふうに、総体的に考えればいい

のか、もしわかっていれば教えていただくとあ

りがたいと思います。

○冨山常務理事 今、17社認定されております

けれども、結論から言うと、まだスタートした

ばかりですので、結果がなかなか把握しづらい

というところでございます。

一応、目安としては毎期ごとの売り上げであっ

たり、利益だったり、そういったことを指標に

して追っかけていくということにしております

ので、１年に１回、その結果が出るわけです。

認定して、その後の成果がどこの段階で出るか

ということもあるんですけれども、そういうこ

とでいきますと、昨年度、初めて認定をしてお

りまして、今年度が２カ年目ということですの

で、評価がなかなかできづらい状況であります。

ただ、現在の進捗状況を見ておりますと、認

定後にかなり伸びたところもあります。一方で、

なかなか苦戦しているところもあるということ

で、途中は追ってはおりますけれども、はっき

りとした結論はもう少し先になるのかなと思い

ます。

ただ、参考までに27ページの資料のところを

見ていただきたいんですけれども、なかなかそ

の成果指標としては追いづらいんですけれども、

認定した結果、どういう効果がありましたかと

いう問いを投げかけておりまして、それに対し

ての企業さんからの回答をまとめたのが、27ペ

ージの上の結果でございます。

確かに、人の確保に苦戦しているところもあ

るんですが、逆に、この認定を受けたことで新

規採用がしやすくなったというお声もいただい

ております。

それから、各支援機関への信用度が上がって、

支援が受けやすくなったというようなお声もい

ただいております。

また、今までなかなかハードルが高かった補

助金が新たに獲得できたというようなお声もい

ただいておりますので、今、さまざまな支援を

投入しているさなかですので、その結果がうま

く、次の決算期にあらわれてくるといいなとい

うふうに思っているところです。全力で支援し

たいと思っております。

○緒嶋委員 産業振興機構は相当頑張っておら

れますが、どのぐらいの予算で機構全体を回さ

れているわけですか。

○林事務局長 平成29年度は、総額６億3,000万

円程度の予算で、全部で26事業に取り組んでい

るところでございます。

○緒嶋委員 それは人件費も含めてですか。

○林事務局長 人件費込みの金額となります。

○緒嶋委員 やはりこれだけの事業をされてい

て、私から見れば率直に予算が少ないなという

気がします。

その中で頑張っておられるのは、もう本当に

敬意を表しますけれども、新たに成長するだろ

うという企業について、中山間地には幾つかあ

りますけれども、もうほとんどないといっても

いい。県全体を考えた場合に、産業振興機構と
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して、この中山間地の産業振興というか、どう

いうふうに取り組んでいかれるのか。なかなか

頑張っておられるところもあるけれども、今後、

ＴＰＰとかＥＰＡの打撃を一番受けるのは中山

間地が受ける可能性も高い、農業を含めてです

ね。そうした場合に、宮崎県全体の中で、中山

間地に対するフォローをどうするかということ

を、当然、市町村が考えないといかんわけです

が、機構においても、その市町村との連携とい

うのをかなり進めて、努力をされているのかど

うか。

○緒方理事長 県全体の面積の９割、人口は４

割というのがもう中山間地域でございまして、

そこの産業振興というのは、我が事として考え

ております。

先ほどの説明の中で、８ページで、その取り

組みの主なものを御紹介させていただいており

ますけれども、中山間地域産業振興コーディネ

ーターを配置いたしまして、このコーディネー

ターがほぼ毎日のように、中山間地域のほうに

出かけていきまして、その地域のニーズなり課

題なりを把握して、必要に応じて、機構内の専

門家と一緒にまた解決をしていくとか、あるい

は新たな支援施策を御紹介するとか、そういう

ことをやっております。

そのきっかけとしましては、やはり市町村か

らの御提案があったり、地元の商工会からの御

紹介があったりという形で、その当該地域に出

かけていくということをやっております。

ですから、地元の市町村あるいは、そこの商

工団体でございます商工会、商工会議所とは、

もう日ごろから密接に連携をしているところで

ございますし、また、県内各地に地域づくりの

団体というのもございまして、そことは常時意

見交換をし、役職員も出かけて行って、その課

題解決に当たっていくということをやっており

ます。

また、来月には県内の地域のほうに出かけて

行きまして、セミナーを開催したり、しっかり

意識を共有しながら、いろんな課題解決に一緒

になって取り組んでいくということをやってお

ります。引き続き、今後もやっていきたいとい

うふうに考えております。

○緒嶋委員 中山間地ほど少子化というか、子

供は生まれないし、人口は減少するという中で

は、そこに住もうと思っても働く場所がなけれ

ば生きられんわけですよね。

そういう場合では、新たな産業についても、

その地域にあるものを磨き上げるよりほかにな

いわけで、なかなか、企業誘致も努力されてい

るけれども、現実問題として、企業誘致は宮崎、

延岡とか日南、この日豊海岸線というかな、そ

ういうところが中心になるわけですよね。

そうなると、今後ともやはり中山間地振興と

いうのは、知事も大きな政策の柱の一つとして

立てておられるけれども、実績としては、なか

なか上がってきていないわけですよ。そうなれ

ば、この産業振興機構と連携を密にして、そこ

辺にある程度予算もつけながら支援をすると、

それはもう当然、市町村と密接に進めるという

ようなものがないと、私はなかなか難しいと思

うんです。

特に、中山間地は後継者の問題が深刻なわけ

ですよね。そうなると、もう自分の代で終わっ

ても仕方がないんだというようなことになると、

地域はますますもって疲弊するというような形

になるので、やはりその点を十分、頭に入れて

おられると思いますけれども、今後、さらに中

山間地振興という視点を十分わきまえながら努

力してほしい。これはもうその地域に住んでい
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る人が一番努力しないといかんわけですけれど

も、皆さん方がフォローアップするというよう

な形で、今後進めてほしいということを強く要

望しておきます。

○緒方理事長 今、お話のとおりでございまし

て、その地域のちょっとした資源をいかにつか

まえて磨き上げていくか、その過程には、その

地元の人たちと私たち、あるいは行政機関と一

緒になって磨き上げをしていきたいというふう

に考えております。

私も、中山間地域の出身でございますので、

地域の人々の暮らし、生活も念頭に置きながら、

少しでも発展・維持に役立つように努力してい

きたいと考えております。

○髙橋委員 先ほどの成長期待企業の関係で、

具体的にお話がなかったんですけれども、（株）

高嶺木材は、たしか二、三億円ぐらい投資して、

規模拡大されて、五、六十人規模の雇用が生ま

れるんですが、ただ、高原町なんですよね。高

原町につくられるらしく、社長に何でですかっ

て聞いたら、日南には平らでまとまった土地が

ないとおっしゃるんですよ。そのとき、私は、

言及しなかったんですけれども、例えば、私の

母校の酒谷中は、まだ後は決まっていません。

これって地元の日南、隣の串間だってあるわけ

ですよね。だから、日南市の力不足なのかなっ

て、そこら辺のコーディネートをもっとすべき

だったんじゃないかと思うんですよね。高原町

は工業団地をお持ちですから、すぐそこに決まっ

たでしょうが、地元の企業で、成長期待企業に

認定していただいて、間違いなく成長している

んですよ。だから、もったいないなと思うんで

す。五、六十人の雇用をみすみす高原町に差し

上げますけれども、そこら辺、何かこれからの

アドバイスがございましたら、私も参考にして

いきたいなと思うんです。

○冨山常務理事 そこは、私どもが関与する余

地なく、もう決定された後でしたので、情報自

体がなかなか把握できなかったということが正

直なところでございます。

地元の方からすると、地元でどんどん成長し

てほしいという思いはあろうかと思いますので、

そういった視点も盛り込みながら、今後、でき

る範囲でいろいろと取り組んでいきたいと思い

ます。

○髙橋委員 よろしくお願いします。

○太田委員 24ページの企業成長促進プラット

フォームの説明の中で、県外から外貨を獲得す

るということで言われましたが、この産業振興

機構は本当にそういう視点で全部の業種をされ

ていると思いますが、この外貨を獲得するとい

うことの意味について、特に、ここで述べられ

たものですから、ちょっと気になりまして、こ

れだけということじゃなくて、全体的にも、そ

の視点で取り組みをされているということでい

いんですよね。その辺の外貨獲得の意味につい

て、狙いとかをお聞きしたいと思います。

○緒方理事長 この成長期待企業に限らず、中

小企業、下請、取引の振興につきましても、で

きるだけ多くの県外の発注企業の掘り起こしを

しまして、そこと取引をして外貨を稼ぐという

視点でやっているところでございます。

宮崎県の場合、やはり移輸入の割合というの

が非常に多くて、外貨を獲得するというところ

の数字を比べましたときに、県際収支は大体、

マイナス四、五千億の流出になっているという

現状がございますので、この経済政策をより効

果のあるものにするためにも、できるだけ外貨

をたくさん稼ぎ、また、移輸入している分を抑

えていくという両面の取り組みを行うことで、
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経済が回るんではないかなというふうに考えて

おります。基本的には、積極的に外貨を稼いで、

それから、移輸入しているものをできるだけ県

内のものに置きかえていく、そういう取り組み

を並行してやっているところでございます。

その一つの例として、延岡市に地ビール会社

がございまして、マスコミ等でもよく紹介され

ている取り組みではございますけれども、ビー

ルの原料でございます二条大麦について、従来

は外国で生産されたものを使っていたところを、

高原町のはなどうさんの協力を得て、大麦を生

産することができた。また、新たに増設する際

に、従来は県外のメーカーに醸造タンクを発注

していたところ、地元の鉄鋼メーカーに置きか

えることができて、さらに、その鉄鋼メーカー

が、別の水産会社から漁網の洗浄機の事業を受

注するという循環も生まれてきているというこ

とで、外貨を稼いで、その外貨をもって地元の

企業に仕事を回していくという、そういう取り

組みを繰り返しやることで、先ほどの県際収支

のマイナスというのを圧縮できるのではないか

なというふうに考えております。

ですから、私どもの基本の考え方というのは、

外貨を稼いで、それを循環させていくという企

業の取り組みに対しては、より一層の支援をし

ていくというスタンスでおります。

○太田委員 実は、宮崎ひでじビールの話もし

てみようかなと思っていたんですが、結局、県

だけで考えてはいけませんけれども、県内で循

環をしていく、いい好循環をつくって、みんな

が潤っていくというのが狙いだろうと思うんで

すよね。

宮崎ひでじビールのほうでも、実は、通訳士

を配置して海外に輸出をさせようとしている取

り組みもあって、なかなかやっているなという

思いなんですよね。

ちょっとお聞きしたいのは、本当に、この産

業振興機構がなければ、宮崎県内の景気はどう

なっているんだろうというような思いもあって、

いろんな挑戦をされていると思うんですよね。

ただ、県民とか国民のマインドというか、将

来に対する不安があるものだから買わないとい

うような、何かこのマインドを変えていくよう

なものも必要じゃないかなと思うんです。本当

に、涙ぐましい努力をされている中で、何か国

の政策なりに、そういう明るい展望を与えるよ

うな、いい景気循環が行われるには、産業振興

機構を運営する中で、何か国に対する思いとか、

ありますでしょうか。

みんなの心が冷え切ってしまって、物を買う

力もなくなったり、なかなか中山間地に企業が

立地することも現実的には困難というところで、

皆さん方が苦労されている中で、国の政策とし

てこういう対応があったらいいがなとか、ちょっ

と漠然とした質問になりますけれども、何かな

いものでしょうか。

○冨山常務理事 私どもが企業を支援していく

中で、明るい兆候といいますか、ああ、こうい

うことかなと思うことが幾つかあります。

一つ言いますと、今、将来の不安を抱えて、

一般的には消費はそれほど伸びないと言われて

いるんですが、ただし、自分が好きなものには

お金をかける。自分がいいなと思った部分につ

いては、ほかよりちょっと高くてもそれを買う

という、そういう風潮が結構出ております。こ

れは、高額所得者だけでなく、一般の方々もそ

ういったことがあるようです。

そういう視点から、今、企業の皆さんに対し

ては、特に商品のコンセプト、どこをターゲッ

トにして商品を設計し、売っていくのかという
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ところについては、ちゃんと特徴を出して、そ

のターゲットをしっかり持って、そこにアプロ

ーチしてくださいと、講師の先生もそういうふ

うにおっしゃいますし、そういうところを目指

していくように、支援をしているところです。

先ほど中山間地域のお話が出ておりましたが、

確かに、なかなか大変な状況ではあるんですが、

一方で、先ほど、宮崎よろず女子会の御案内を

いたしましたが、月１回程度、延岡と宮崎あた

りで交互にやったりしているんですが、毎回20

名程度の若い女性の方が集まってこられます。

その方々は、今から起業される方、あるいは、

日之影町の店舗でやっていて、それを伸ばして

いきたい方とか、移住者も含め、そういう若い

意欲のある方々が参加されております。

そういった方々が、外からの目線で、ここに

はこういう宝がある、こういうところを発信し

ていったら、きっと人を呼び込めるだろうと、

そういう思いで起業を目指したり、自分の店舗

を発展しようとしていらっしゃるんです。そこ

に対して、宮崎よろず女子会では、必要な情報

提供などを行っているんですが、そういう特徴

ある取り組みについて、特に中山間地域等、助

成が必要なところについては、国等が手厚く、

いろんな支援策を講じていただきたいと、具体

的に言うと、手軽に使える補助金とか、そうい

うものがあると、企業を起こしやすいんじゃな

いかなというふうに思うことがあります。

それだけではないとは思いますが、そういっ

たことを感じることが多々ございます。

○緒方理事長 今、宮崎よろず女子会の話をさ

せていただきましたけれども、実は、中小企業

白書によりますと、宮崎は、小規模事業者の開

業率が全国で２番目に高い状況になっています。

これは、2014年の中小企業白書に出ているんで

すけれども、沖縄県に次いで２番目ということ

でございます。

そういう小規模企業という部分に焦点を当て

ますと、非常に開業意欲が高い。そういう中で、

女性というのが、比較的、御自分の趣味とか特

技を生かして業を起こされるという部分で、何

かこの開業率が高いというところを強みにして、

もっともっと女性の開業率をふやしていけるん

じゃないかなという感じがしております。

それから、工業出荷額の動きを見てみますと、

手元には、2005年と2010年、それから2014年の

３つの全国のデータを持っているわけですけれ

ども、この中で、2010年から2014年、この４年

間の各都道府県の工業出荷額の伸びを見ますと、

実は、宮崎県は16.4％で、全国で一番高いんで

す。2010年の出荷額は１兆3,000億円程度でした

が、2014年には１兆5,000億円に伸びて、伸び率

にして16.4％ということで、これは47都道府県

の中で最も高い伸びになっております。

ですから、こういう可能性ですね。宮崎県の

持っている可能性というものをもっともっと、

私どももＰＲをして、商工業者のやる気、そう

いったものをかき起していきたいなというふう

に考えておりますし、そういう可能性を生かし

て、私たちもそれぞれの政策を生かしながら、

産業振興の一翼を担っていきたいというふうに

考えております。

○松村委員 今、工業出荷額のことで話があり

ましたけれども、まさに可能性があるというこ

とで、残念ながら、全国的に見ると、出荷額自

体は少ないんじゃないかと思いますし、伸び代

は十分にあると思うので、これから非常に期待

をしたいと思います。

それで、その中心になっていただきたいのが、

中核企業の育成というところで、もう何回も質
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問をさせていただきましたけれども、その中で、

目標20社のところが17社ですから、あと３社と

いうことで、目標は達成するんでしょうけれど

も、20社じゃなくて21社、22社と上げていただ

ければ、集中的に支援をすることで、さらに底

上げができる。成長期待企業もそうですけれど

も、２社が中核的企業に上がったということで、

そういう企業に育ってほしいと思います。

この中で、一次募集で選定された企業が、目

標の100社中55社ということなんですけれども、

これは、申し込みから外れた企業も含めて再チャ

レンジしていただいて、やっぱり最初の選定企

業を広げていくということも必要だと思うんで

す。目標100社とありましたけれども、ここ

が、200社ぐらいになると、宮崎県のこれから先

は頼もしいなと思うんです。55社は選定済みと

いうことなんですけれども、これからの期待度

はどうなんですか。

○冨山常務理事 次の認定が来年のしかるべき

時期になると思います。それまでに支援対象企

業100社を目指して、今、掘り起こしをしている

ところです。これは、金融機関等を含めて13機

関が持つ情報を収集して、伸びが期待できる企

業をリストアップして、ぜひ100社を目指して掘

り起こしをしている段階ですので、それを目指

してやっていきたいと思います。

現時点で、あと10社程度は加わるだろうとい

うことで、まずは100社を目指して、残り40社程

度の掘り起こしを頑張りたいと思います。委員

がおっしゃったように、その次の200社になれば

いいなと思いますが、まずは100社を目指します。

○松村委員 オファサポートさんとか、視察に

行かせていただいて、何かこうわくわくするよ

うな、期待するような感じも見えましたし、ずっ

と頑張ってこられたところも、例えば、宮崎ひ

でじビールさんも大きくなっていくでしょうし、

まだまだ可能性があるところはたくさんあるん

でしょうし、この55社のお名前を見ても、何か

こう一化けしそうだなという企業もありそうな

気もします。やっぱり、もっと上がるところを

見ると、うちにもチャンスがあるというような

イメージもつくれますので、伸び代のある工業

出荷額を上げてほしいなと思っております。

もう一つ、フードビジネスの支援事例の中で、

いろんな新商品を開発されていますけれども、

空港の売店とか、いろんなところでお見かけす

る商品もありますし、ゴボチなんかも随分前か

らもう定番化していますし、もう流通化されて

いる商品も結構あるんだなと思いながら見てい

るんです。

この中で、これは当たりだったなとか、これ

から期待ができるなとか、何か、評価をちょっ

とお聞きしたいなと思います。

○森下指導調整統括官 17ページにフードビジ

ネスの支援事例が載っているんですけれども、

済みませんが、業務案内の21と22ページのほう

が大きいので、そちらをごらんください。

御存じの商品もあるんですけれども、今、22

ページの上にあります、オンザマークさんの「と

くぼう」というのが、こだわりのチーズを使っ

た商品ということで、いろんな商談会に行って

も、非常に商談とかにもつながっていて、今後

ますます伸びて、宮崎を代表するような、お土

産とかお菓子になっていくんじゃないかなとい

うふうに思います。

あと、ここに載っていないんですけれども、

実は、私どもが支援しております企業の中に、

オッティモというお菓子をつくっていらっしゃ

る会社がございまして、大淀のほうにある、あ

んでる船というお菓子屋さんの会社なんですけ
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れども、そこが日南のレモンを使ったレモンケ

ーキというのをつくられていまして、これが福

岡とか、そういうところの高級スーパーで非常

に評判がよくて、生産量がどんどん伸びている

ような状況です。

今、国の事業とかも活用されて、今後さらに

伸ばしていくという計画をされていますので、

オッティモさんのレモンケーキは、ゴボチと同

じような感じで伸びていくのではないかと思っ

ているところです。

そのほかにもいろいろございますけれども、

こちらの資料の16ページで、先ほど理事長のほ

うから、アンテナショップによる販売の紹介が

ありましたけれども、山形屋のひむかよかもん

市場で、これからどんどん伸ばしていこうとい

う意欲のある企業の商品を展示しておりまして、

その中でも、綾農園さんがつくられた、ニラたっ

ぷりのおかずの友みたいなものがあるんですけ

れども、「たっぷりにらトロッとタレ」と、１回

では覚えられないような名前ですけれども、こ

ういうのも非常に、高級スーパーで引き合いが

あるということで、やはり、そういうこだわり

の材料とかを使ったものが伸びているなという

ような感じがしています。ぜひ、アンテナショッ

プのほうにも行っていただいて、商品の売り上

げに貢献いただければと思います。

○松村委員 日南、小林、綾、県内には、まだ

いっぱい地域がありますから、それぞれの地域

から、うちの地域ではこれだというのが次々に

出てくるとうれしいですよね。

最後に一つだけ、宮崎よろず女子会は非常に

よろしいと思います。美容室とか非常に出店が

多いんですよね。女性の視点でという、男性の

視点の理容室、床屋さんはどんどん減るけれど

も、美容室はふえるというので、女性の起業と

いうのはやっぱりすごいんだろうなというふう

に感じております。また期待しております。

○冨山常務理事 今、委員がおっしゃったこと

に関連して、一つ御案内したいと思うんですけ

れども、経済産業省でも女性起業家を応援しよ

うということで、さまざまな取り組みをされて

います。その中で、九州経済産業局の主催で、

女性起業家のビジネスコンテストが行われて、

三十数人がエントリーをされました。

それで、ファイナリストは10名でしたが、そ

の中に宮崎県から２名残りました。ファイナリ

ストのプレゼン大会が福岡県でございまして、

そこにはサポーターと呼ばれる企業さんが集ま

り、それぞれの発表者に対して、自分の企業が

応援したいというところに手を挙げてもらうと

いう催し物だったんですが、一人は４社、もう

一人は９社から手が挙がりまして、そのお二人

は、今、起業家として、まだ小さいんですが、

伸びようということで頑張っておられます。

それから、中小企業家同友会の中にも女性の

会がございまして、そういったところで女性同

士で、勉強会等を熱心にされているというふう

に聞いておりますので、そういった、ほかの機

関が主催する女性起業家あるいは、今から活躍

されるであろう方々の組織と連携しながら、一

緒にやっていきたいと思っております。

○黒木委員長 ほかにありますでしょうか。時

間も迫っておりますので、これで意見交換を終

わらせていただいてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 それでは、これで終わりたいと

思います。

一言お礼を申し上げます。本日は、本当にお

忙しい中、御出席をいただきまして、丁寧な説

明、それから貴重な御意見等をいただきました。
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本当にありがとうございました。きょう、お聞

きしましたことは、今後、我々の委員会活動の

中で、生かしていきたいというふうに思います。

今後とも、いろいろと御指導いただきますよ

うにお願いを申し上げまして、お礼とさせてい

ただきます。本日は、まことにありがとうござ

いました。

暫時休憩いたします。

午前11時25分休憩

午前11時27分再開

○黒木委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

次に、協議事項（１）の委員会報告書骨子（案）

についてであります。

お手元にＡ３版の資料が配付されていると思

いますので、ごらんください。

これは、骨子（案）でありますが、Ⅱの調査

活動の概要につきましては、当委員会のこれま

での活動内容を体系的に整理して章立ていたし

ました。

具体的には、１、産業振興について、２、企

業立地について、それから右側に参りまして、

３、雇用の維持・人材確保についての３つの章

で構成し、それぞれごらんいただいております

ような項目に分けて、調査の内容、委員会とし

ての意見等について記述することとしており、

最後の結びのところで全体を総括したいと考え

ております。

詳細につきましては、書記のほうから説明を

していただきます。

○深江書記 書記の深江でございます。座って

説明させていただきたいと思います。

では、御説明申し上げます。

Ａ３版のみやざき経済振興対策特別委員会報

告書骨子（案）をごらんください。

まず、Ⅱの調査活動の概要からであります。

前書きのところで調査項目設定の経緯等を整

理しております。

１つ目の丸で、日本の人口は平成20年、本県

においては、平成８年をピークに減少局面に入っ

ている。少子高齢化に伴い、本格的な人口減少

社会が想定される中、人口減少、特に、若者の

県外流出に歯どめをかけるためには、本県の産

業振興、企業誘致により、良質な雇用の場を確

保する必要がある。

そして、２つ目の丸のところで、人口減少や

緩やかな国内景気の回復を背景に、全国と同じ

く、本県でも人手不足感は強まっている。労働

力の確保は一番の課題であり、本県の産業振興、

企業誘致を図る上でも重要な資源の一つは人材

である。

以上より、当委員会では、①産業振興につい

てほか、２項目について調査を行いました。そ

ういう書き出しで始めたいと思っております。

まず、１の産業振興についてであります。

（１）県内経済の現状等について、本県の現

状を整理しております。

（２）農林水産業の概況については、本県の

農業・林業・水産業における現状と課題につい

て整理をしております。

（３）外貨を稼ぐ産業の育成についてでは、

①の県の取り組みでは、まず、県のみやざき産

業振興戦略の取り組み、次に、県が認定した成

長期待企業である株式会社オファサポートへの

支援について、そして県工業技術センターのイ

ノベーション共創プラットフォームの取り組み

について記載いたします。

次に、②の中小企業等が稼ぐ力を伸ばすため

の取り組みについてですが、アの公益財団法人
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宮崎県産業振興機構については、本日の調査内

容を記載いたします。イの日向市産業支援セン

ター及びウの新潟県工業技術総合研究所につい

ては、調査内容をそれぞれ記載いたします。

（４）県への提言としましては、１、自治体

規模により、企業誘致や起業支援に取り組めな

い自治体もある。みやざき産業振興戦略の推進

に当たっては、市町村全体が浮揚する視点で取

り組むこと。２、県が支援する成長期待企業や

中核的企業が売上高などの実績を上げることが

課題である。売り上げ達成による成功事例を積

み重ね、県内企業の自信につながるような宮崎

モデルを構築すること。３、イノベーション共

創プラットフォームにより、ものづくり産業の

高付加価値化、生産性の向上につながるよう、

積極的な企業訪問や情報発信に努め、保有知財

や測定装置等の積極的な活用により、県内企業

に寄り添った技術支援に努めること。４、地球

温暖化、多面的な機能の向上の面からも再造林

は必要である。例えば、素材生産業者が補助金

で高性能林業機械を購入する場合は、再造林に

取り組むことを条件にするなど、持続可能な循

環型林業の確立に向けて、再造林に取り組みや

すい仕組みを検討すること。５、県内漁船の約

９割は15年以上が経過し、水産庁の漁船リース

事業に対して多くの要望が上げられている。漁

業者を守るためにも、国等の事業を活用しなが

ら新船取得の支援に取り組むこと。以上を県の

提言とし、要望したいと考えております。

次に、２の企業立地についてであります。

（１）本県の企業立地の現状について、本県

の状況を整理しております。

（２）企業誘致の取り組みについてですが、

県内の取り組みでは、県の取り組み、日南市へ

の視察の内容を記載いたします。

２の県外の取り組みでは、大分県及び新潟県

の企業誘致の取り組みについて整理いたします。

（３）企業立地の動向についてでは、一般財

団法人日本立地センターでの調査の内容を記載

いたします。

（４）県への提言としましては、１、立地企

業の最終雇用実績では、非正規雇用は約４割と

高い。良質な雇用の場の確保の観点から、立地

企業に対して正規雇用での採用を働きかけるこ

と。２、学校の統廃合が進む中、廃校等の未利

用施設を活用し、例えば、サテライトオフィス

を整備するなど、ＩＴ企業等の新たな誘致に取

り組むこと。３、立地企業に対するフォローアッ

プに積極的に取り組み、立地企業の県内定着を

図るとともに、企業誘致につながる情報収集や

離職の状況の把握に努めること。４、立地企業

に対する優遇措置等の支援に加え、採用などの

人材確保においても積極的に取り組み、自治体

間競争において、他県との差別化を図ること。

５、立地企業と地場企業との交流を促進し、ビ

ジネスやイノベーションの創出による地場産業

の活性化に取り組むこと。以上を県の提言とし、

要望したいと考えております。

最後に、３の雇用の維持・人材確保について

であります。

（１）雇用情勢及び労働力人口の推移等につ

いて、本県の状況を整理しております。

（２）各産業における担い手確保の取り組み

についてでは、１、農林水産業、２、建設業、

３、福祉人材、各産業ごとの状況について整理

いたします。

（３）労働力確保に向けた取り組みについて、

若者の県内就職促進及び早期離職防止の取り組

みとして、県の取り組み、延岡市キャリア教育

支援センターの取り組み、大分県の取り組みを
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整理しております。そして、多様な人材の積極

的な活用としては、県の取り組み、株式会社グ

ローバル・クリーンの取り組みを記載いたしま

す。

（４）外国人技能実習生の受け入れ状況につ

いて、県内の状況として、日南市漁業協同組合、

都城農業協同組合の状況を記載いたします。ま

た、全国の状況として、公益社団法人日本・イ

ンドネシア経済協力事業協会（ＪＩＡＥＣ）の

取り組みを記載いたします。

（５）県への提言としましては、１、高校３

年間におけるキャリア教育では不十分であり、

小中学生からキャリア教育に取り組む必要があ

る。県北地域の取り組みが県全域に浸透するよ

う、中長期的な視点で予算の確保を図ること。

２、離職率を抑制するためには、企業が職場改

善に取り組むことも必要である。例えば、スト

レスチェックを活用した職場改善など、労働局

と一体となり、働きやすい環境整備に取り組む

こと。３、県外進学者の追跡調査を実施し、県

外進学者の状況を把握すること。そして、県外

進学者に対し、企業情報等の就職に関する情報

を発信し、Ｕターンを促進すること。４、看護

師の県内就職率は低い。看護師等修学資金は、

県外流出の抑制に効果があるため、その充実と

ＰＲに取り組むこと。また、保育士に対する処

遇改善については、職員の給与等に確実に反映

されるよう、市町村と連携して対応すること。

５、本県産業を支える外国人技能実習生は、年

々増加傾向にある。各産業における実習生の受

け入れ実態を把握し、支援等を検討すること。

以上を県の提言とし、要望したいと考えており

ます。

その下のⅢ結びでありますが、それぞれの調

査項目での提言を総括して結びとし、Ⅳ資料と

して、調査活動の経緯等を整理したいと考えて

おります。

説明は以上でございます。

○黒木委員長 報告書の骨子（案）についての

説明は以上でありますが、委員の皆様方から御

意見を伺いたいと思います。御意見がありまし

たらお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午前11時37分休憩

午前11時40分再開

○黒木委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

ただいまのいろいろな御意見を踏まえながら、

委員会報告書案を作成してまいりたいというふ

うに思います。

なお、報告書そのものにつきましては、正副

委員長に御一任いただきたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 案ができましたら、印刷のスケ

ジュールの関係で、個別に御了解をいただきた

いと考えておりますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。でき上がりました報告書

は、ほかの２つの委員会の分と合冊して、２月

定例会の最終日に議場で配付することとなって

おりますので、御了承願いたいと存じます。

次に、協議事項（２）の次回委員会について

であります。

次回委員会は、２月定例会中の３月16日金曜

日に開催を予定しております。次回委員会では、

２月定例会最終日に、私のほうが行います委員

長報告の案につきまして、御協議をお願いした
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いと考えておりますので、よろしくお願いいた

します。

何か特に御意見等ありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 特にないようですので、先ほど

申し上げましたとおり、次回委員会では、委員

長報告案について御協議をいただきたいと思い

ます。

最後になりますが、協議事項（３）のその他

で、委員の皆様から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○黒木委員長 ないようですので、最後になり

ますが、次回の委員会は３月16日、午前10時か

らを予定しておりますので、よろしくお願いい

たします。

それでは、以上で本日の委員会を終了いたし

ます。どうもありがとうございました。

午前11時42分閉会


